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（http://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=336AC00000

00223&openerCode=1 より抜粋） 

災害対策基本法（抜粋） 

 

第一章 総則 

 

第一条 （目的） 

この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、

基本理念を定め、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立し、

責任の所在を明確にするとともに、防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧

及び防災に関する財政金融措置その他必要な災害対策の基本を定めることにより、総合的

かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もつて社会の秩序の維持と公共の福祉の確

保に資することを目的とする。 

 

第二条の二 （基本理念） 

災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。 

一 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害

の発生を常に想定するとともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速

な回復を図ること。 

 

第三条 （国の責務） 

国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのつとり、国土並びに国民の生命、

身体及び財産を災害から保護する使命を有することに鑑み、組織及び機能の全てを挙げて

防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。 

２ 国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本とな

るべき計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、地方公共団体、指定公

共機関、指定地方公共機関等が処理する防災に関する事務又は業務の実施の推進とその総

合調整を行ない、及び災害に係る経費負担の適正化を図らなければならない。 

３ 指定行政機関及び指定地方行政機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、第一

項に規定する国の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければなら

ない。 

４ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、この法律の規定による都道府県及び

市町村の地域防災計画の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その所掌事務について、
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当該都道府県又は市町村に対し、勧告し、指導し、助言し、その他適切な措置をとらなけ

ればならない。 

 

第四条 （都道府県の責務） 

都道府県は、基本理念にのつとり、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の住民の生命、

身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当

該都道府県の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施すると

ともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業務

の実施を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有する。 

２ 都道府県の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、前項に規定する都道府県

の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

 

第五条 （市町村の責務） 

市町村は、基本理念にのつとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに

当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方

公共団体の協力を得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に

基づきこれを実施する責務を有する。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並び

に当該市町村の区域内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を

図るほか、住民の自発的な防災活動の促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発

揮するように努めなければならない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたつては、第

一項に規定する市町村の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなけれ

ばならない。 


